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・気候の危機について
気温変化
影響と被害
原因とメカニズム

・将来予測

・脱炭素に向かう世界



気候ネットワークの組織概要

（1）概要
– 温暖化防止のために市民の立場から提言し、行動を起こして
いく環境NGO/NPO

– 全国の市民・市民団体のネットワーク組織として活動

（2）設立経緯
– 1998年4月設立（1999年NPO法人化）
– 前身となる気候フォーラム（1996～1998）の活動を引き継ぐ

（3）組織構成
– 京都（本部）と、東京に事務所がある。
– 団体会員：95団体 個人会員：約620名

• 会員は、研究者や、企業関係者、報道関係者、活動団体（個人）、一
般市民によって構成

– 専従職員：16人、パートタイム：5人、ボランティア：約50人
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IPCC 第6次評価報告書（AR6）
第1作業部会（WG1）報告書

2021年8月9日に、IPCC AR6、WG1（自然科学的根拠）の報告書が発表され
た。

気候の現状：人間活動が温暖化させてきたことには疑う余地がない。

将来ありうる気候：地球の温暖化に伴い、気候システムの変化も拡大。

将来の気温：いずれの排出シナリオでも、数十年の間にCO2や他の温室効
果ガスの排出が大幅に減少しない限り、21世紀中に気温上昇は1.5℃およ
び2℃を超える。

極端現象：極端な高温・海洋熱波・大雨・農業及び生態学的干ばつの頻度
と強度、強い熱帯低気圧の割合、北極域の海氷・積雪・永久凍土の縮小な
どの気候システムの変化は、温暖化により拡大する。

海面上昇：CO2排出が非常に高いシナリオ（SSP5-8.5）では、温暖化による
海面上昇は1メートルに及ぶ（2100年）と予測。低いシナリオで気温上昇
が止まっても、100～1000年のスケールで海面は上昇し続ける。



（全国地球温暖化防止活動推進センター（JCCCA）ホームページより）



2024年は世界の平均気温が産業革命前から1.5度を超えた。 

（BBCホームページより）



（JCCCAホームページより）



縮小が続く北極の氷床

2022年9月18日の氷床（1981-2010年比）

（NASAホームページより）



2022年の欧州の熱波

（BBCホームページより）

フランス南部、1万5000ヘクタール以上の山火事

ポルトガル北部、3万ヘクタールが消失
スペイン南部



Climate change added $4bn to damage of 
Japan’s Typhoon Hagibis

Typhoon Hagibis in 
October 2019 was 
made about 67% 
more likely by human-
caused climate 
change.

2019年10月の台風19号
は、その67%が人為起
源の気候変動によって
もたらされた。

台風19号の被害額は、気候変動によって40億ドルも増えた。



WAC手法によるEAの結果

（極端気象アトリビューションセンターより）

● 日本全域の高温イベントは、

2025年の気候条件下では、約

31年に1度の割合で発生し得る

（約3.2%の発生確率）が、人

間活動による地球温暖化の影

響がなければ発生し得ないレ

ベルだった。

● 7月18日〜26日の北日本の高温

イベントは、地球温暖化の影

響によって発生リスクが約34

倍に高まった。

極端気象アトリビューションセンターの分析結果



気候難民

ヨルダン・シリア難民

エルトリア・エチオピア難民

（UNHCRホームページより）

異常な豪雨、長期にわたる干ばつ
、砂漠化、環境劣化、海面上昇や
サイクロンなどの被害により、年
間平均 2,000万人以上の人々が故
郷を追われ、他の地域へ避難

世界銀行の予測では、2050年
に2億1600万人が移住を迫ら
れる。



温暖化のメカニズム

作成：気候ネットワーク



特徴

（JCCCAホームページより）



（JCCCAホームページより）



自然の変動要因

・火山の噴火：気温低下

・エルニーニョ（上昇）、ラニーニャ（低下）

・太陽活動の変化（11年周期）

・地球の公転軌道の変化（約11万年周期）
自転軸の変化「歳差」（2万6千年周期）
地軸の傾きの変化
現在：約23.4度「22.1〜24.5度」（約4万年）



太陽活動は近年の温暖化を説明できない

（国立環境研究所ホームページより）



（JCCCAホームページより）



（JCCCAホームページより）



CO2累積総排出量と気温上昇の関係は⽐例

出典：IPCC第5次評価報告書第1作業部会政策決定者向け要約（気象庁訳）より作成

・工業化前から気
温2℃上昇に抑え
るためには、CO2
累積排出量を約
800GtCに制限す
る必要がある

・2011年までに既
に515GtC排出（世
界で毎年約10GtC
排出）

・このままでは、お
よそ30年で約
800GtCに達してし
まう。



パリ協定（Paris Agreement）
気候変動枠組条約と京都議定書からつながる到達点。

1〜29条の協定、以下、主な内容：
・産業革命前の気温から2度を十分下回るように抑える。1.5度に抑
えるように努める。
・温室効果ガス排出のピークを可能な限り早くする。
・今世紀後半に温室効果ガスの人為的排出と人為的吸収を均衡さ
せる。実質排出ゼロ。
・5年ごとに国別の貢献（対策）を報告しなければならない。
・目標は常に現存の目標を超えるもの、最も高い削減水準でなけれ
ばならない。

バランスのとれた内容から、進化していく仕組み。

COP28で、 「化石燃料からの脱却」が記された合意文章を採択。



パリ協定の採択・発効から
2015年 12月 パリ会議（COP21）パリ協定 採択
2016年11月4日 パリ協定発効

11月 COP22/CMP12/CMA1 （モロッコ・マラケシュ）
2017年11月 COP23/CMP13/CMA1-2（ドイツ・ボン）
2018年 10月 IPCC 1.5℃特別報告書発表

12月 COP24/CMP14/CMA1-3 （ポーランド・カトヴィツェ）
2019年12月 COP25/CMP15（スペイン・マドリード）
2020年 新型コロナウイルスの危機

11月4日 米国パリ協定離脱 COP26延期
2021年 米国パリ協定復帰

11月 COP26/CMP16/CMA3（英国・グラスゴー）で開催

2022年11月 COP27/CMP17/CMA4（エジプト）で開催
2023年3月 IPCC 第6次評価報告書統合報告書発表

12月 COP28/CMP18/CMA5（UAE）
2024年11月 COP29/CMP19/CMA6（アゼルバイジャン） 
2025年 現在：194カ国とEUが批准・締結



（BBCホームページより）

1.5℃目標を達成するためには？

これまでの排出

1.5℃目標

現在の対策

約束と目標



パリ協定の背景・影響

• 21世紀後半には実質排出ゼロ
– 2℃（1.5℃）を超えない目標に向けて脱炭素

• ダイベストメントと座礁資産
– 化石燃料への投資から撤退
– 大量のCO2排出源は座礁資産に

• 再エネのメインストリーム化
– 再生可能エネルギーの普及実績と100%宣言

• デカップリング
– 経済成長とCO2排出量の乖離、新しい産業・経済構造に

• イノベーション
– 企業活動、社会の仕組みにイノベーションの機運・促進



「自然エネルギー世界白書2023」 

世界の年間発電電⼒量に占める⾃然エネルギーの割合
出所：REN21 ⾃然エネルギー世界⽩書2023



世界のエネルギー消費に占める
自然エネルギーの割合

（REN21 自然エネルギー世界白書2023より）



ウェブサイト：http://there100.org/companies

⾃然エネルギー100％を宣⾔する
世界の企業。440社以上が参加

日本からは94社が参加
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（エネルギー動向2025年6月版より）
30年前

高度経済成長

石油ショック

プラザ合意

バブル経済崩壊

リーマンショック

原発事故

冷戦終結

今から30
年弱で、ほ
とんどなく
す。



（環境省資料より）

温室効果ガス排出量の推移



政策措置ー10の重要政策提案 

1. 目標設定と達成プロセスの法定化
2. 炭素への価格付け ーカーボンプ
ライシング

3. 脱火力・脱原発の政府目標化
4. 労働の移行（Just Transition）
政策

5. 再エネ導入拡大政策

6. 自動車EV化と徒歩・自転車・公共
交通機関へのモーダルシフト

7. 住宅・建築物、機器の規制強化
8. 廃棄物削減・脱プラ政策
9. Fガス規制
10.金融政策強化

提言レポート 2050年ネットゼロへの道すじ

2021年3月発表



＜2050年推計の主な設定＞
対象︓エネルギー起源CO2
⼈⼝︓140万⼈（現在より約7万⼈減）
経済︓実質GDPは年率1.9％で成⻑
電⼒︓多様な再エネや蓄電池の活⽤に

より、再エネ100％

2050年CO2正味ゼ
ロは技術的に可能︕
⇒ 政策でどのように実現

していくか。

＜更なる可能性＞
・設定した省エネ対策は⼿堅い
・削減量の上積みも可能

＜主な結果＞
エネルギー消費量︓2015年⽐61％減
CO2排出量︓総量︓約95％減

・ 家庭部⾨︓ゼロ
・ 業務部⾨︓ゼロ
・ 産業部⾨︓91〜92％減
・ 運輸部⾨︓90％減

京都市 2050年脱炭素シナリオ



まとめ、今後に向けて

・気候変動の状況は極めて深刻で、「気候危機」に。
・現在の地球温暖化は人類が原因。
・気温上昇が1℃程度で甚大な被害が現実に起こっている。
・気温上昇が1.5℃を超えると被害は更に深刻に。
・温室効果ガスの大幅な削減と脱炭素社会の実現が必要。
・残されている時間は多くない、しかし可能である。

・パリ協定に沿って、世界では「脱炭素」「再生可能エネルギ
ー100%」への転換が起きつつある。
・ COP28で、「化石燃料からの脱却」が合意された。課題は
あるが、再生可能エネルギーへの転換は加速されている。

・温暖化対策が生活の質の向上、雇用の促進、地域の活性
化につながる。


